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研究成果の概要（和文）：2013 年6月14日「教育振興基本計画」は,2008年の計画と比較すると,格差,学び,生涯
学習,協働などの用語が多用され,教育と教育立国の使用頻度は相対的に低下する.これまで教育することを重視
してきたが,「自立,協働,創造に向けての一人一人の主体的な学び」にむけ大きく舵を切っている.
しかし教育の実態は理念や目標から発想した制度,内容,方法が整備されている．研究も実践も学習を基本とする
概念,制度,内容,方法を必要とする.
そのため、哲学からの再考とともに,新しい概念によるICTの活用,職能のキャリアップを目指した生涯学習,世界
的動向としての高等教育の再編成に対応できる研究方法をまとめて出版する.

研究成果の概要（英文）：The term "Educational Promotion Basic Plan" as decided by the Cabinet 
decision on June 14, 2013, as compared with the plan for 2008, terms such as disparity, learning, 
lifelong learning, collaboration etc. are frequently used, Frequency is relatively decreasing.Japan 
has been focusing on education so far, but as seen at the beginning of the basic plan, we are 
steering a big steering toward 'independent learning for independence, collaboration, creation' .
However, since the institutions, contents and methods conceived from the educational philosophy and 
the educational goal are being developed in the reality of education, both research and practice 
need new concepts, systems, contents and methods based on learning.
For that purpose, we will reconsider philosophy and publish the research method which can respond to
 the reuse of higher education as global trend, lifelong learning aiming at utilization of ICT by 
new concept, carry up of function.

研究分野： 教育工学
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景 
工業社会の成熟に大きく貢献した大量生

産方式では，大量の中等・高等教育修了者を
必要としてきたが，情報通信技術の進歩にと
もなって生産者ニーズから個人ニーズに呼
応できる社会組織に変貌することが求めら
れている．教育も多人数教育から個人の学習
ニーズに対応できる制度が必要になってい
るが，このときにコストの増大を抑制しなけ
ればならない．教育費負担の増大は教育格差
を産み，社会的格差を再生産することが懸念
されているので，生涯学習，キャリア形成制
度，地域活性化などとの連携が重要になって
いる．表に示しているのは，2008 年と 2013 
年の教育振興基本計画の本文から用語の頻
度を比較したものである．これによるとこれ
までの教育ではあまり問題とされなかった
格差や協働，学びや少子化や生涯学習の出現
頻度が増しているが，教育，教育立国などの
用語の出現頻度は相対的に減少している． 
このようなわが国の教育課題に取り組む

べく以下の次の４つの視点からそれぞれの
研究者が現在の問題を考察し，次世代の学習
を中心とする制度，方法，内容などを提言す
る必要がある． 
	 ①哲学的基盤：わが国は知識基盤社会への
移行を指向した変動社会の真っただ中にあ
る．高齢化にともない生涯にわたって専門職
能をキャリアアップする政策と制度を必要
としているが，従来の教育哲学では教授を前
提としない生涯職能学習の課題に対応する
ことができない．国連の「経済的，社会的及
び文化的権利に関する国際規約(Ａ規約)」，ユ
ネスコの「学習権宣言」などを参照しながら，
主体的学習を前提とした知識基盤社会に適
応する哲学を実践論，生涯学習論，学習組織
論，組織シンボリズム論，行為論，地域開発
論などを参照しながら構築する．生涯職能学
習では，専門化が進展し，学習ニーズは多様
化して分化するので，分業と総合とがつねに
要求される．従って教育理念も教育者が抱く
個人的なものではなく，社会的認証が得られ
るような制度と方法とが必要であり，組織論
はきわめて重要である． 
	 ② 地域活性化とキャリア形成：地方都市
のように労働移動があまり活発でない地域
では，地域活性化とキャリア形成のプログラ
ムとを対応させることが重要である．そのた
めには１地域単独でこれに対応することは
できない．従来の生涯学習プログラムは生き
がい論が主流であったので，高齢者や趣味，
ボランティアなどのプログラムは充実して
いるが，現職の専門家や若者のための専門教
育や職業教育のプログラムが十分でないの
で雇用可能性を目指した生涯職能学習制度
の整備が喫緊の課題となっている．富山イン
ターネット市民塾ではすでに e-ポートフォ
リオの実践が積み重ねられており，これまで
に地域社会のニーズに応えるべく修了の認
証を実施してきているが，その分野はボラン

ティア活動も含めた文化・教養・健康をテー
マとした活動が多くを占めている．しかし現
在の知識基盤社会での専門職，求職者，若者
達の職業能力を向上・発展するための講座の
開講が強く望まれており，現在当面している
課題である．現行の制度での高齢化，少子化
でのニーズに呼応するだけでなく，地域活性
化と雇用創出のための職業上の専門的な知
識を普及する組織の革新が望まれている． 
③ ノンフォーマル学習の学習理論と社会
的認証：UNESCO と OECD は，これまで
non-formal learning ならびに informal 
learning の可能性を追求してきており，アメ
リカでは大規模公開オープン講座(MOOCs)
や DIYU(Do It Yourself University)の運動
にもみられるように，公式外学習の学習形態
による学習成果の意義が社会的に認証され
るようになってきている．国際規格
ISO29990 は学習成果が国際的に流通して
労働移動性と雇用可能性を確保することを
目指しており，わが国においてもこのような
公式外教育・学習の意義と役割とが検討され
ていて，ISO/TC232(人材育成と非公式教育
サービス)国内審議委員会が中心となってこ
の分野の整備を進めている．職業能力評価に
ついては厚生労働省の所轄で中央職業能力
開発協会(JAVADA)によってすでに 128 業
種について能力項目と評価シートが開発さ
れ公表されているので，その現状と教育分野
での連携の可能性を調査研究する． 
	 ④ 知識基盤社会における学習の ICT の技
術予測： ICT の技術予測を基に教育評価と
の関連で考察する．すでに生体情報による学
習者の学習，理解状態，情意測定や，その他
の質問紙調査を基に学習効果測定，それらの
結果を基にした教育改善を検討している．世
界的にみられるように，現在の ICT の進歩
はキャンパス教育にも匹敵できる品質での
遠隔・分散学習の環境を提供しているが，さ
らに近未来において実現できると予想され
る技術的可能性から推測して，どのような学
習環境が実現できるか，今後の学習成果の
Assessment はどのようにあるべきか調査 
研究(feasibility study)を実施して，今後に望
まれる教育評価研究の方向性を示唆する．ま 
た，学習成果も卒業，修了のような期間内の
評価から，Open end であり ICT の活用に
より多様な場面で活用されるようになって
きた．しかし，このような要求に対応する評
価のあり方や評価測定の方法は確立されて
いない．これらを解決するために，本研究で
は学習スキルと評価手法の体系化を行う．既
に，ボローニヤプロセスや雇用可能性による
学習成果の評価が行われているが，その適用
範囲は限られているため，汎用性を持たせる
ための制度や評価法の開発が必要である． 
また，このような学習を主体的に継続的に行
うためには，学習スキルの獲得が重要である．
既に，欧州では初等教育段階から生涯学習が
継続できるような学習スキルの指導を進め



ている．これらを総合的に進めるためには，
多様な学習活動を継続できる学習スキルと，
そのような学習活動を評価する手法を体系
化することが重要である． 
 
２．研究の目的 

2013 年 6月 14日の閣議決定による「教育
振興基本計画」は,2008 年の計画と比較する
と,格差,学び,生涯学習,協働などの用語が多
用されており,教育と教育立国の使用頻度は
相対的に低下している.わが国はこれまで教
育することを重視してきたが,基本計画の冒
頭にもみられるように「自立,協働,創造に向
けての一人一人の主体的な学び」にむけて大
きく舵を切っている.しかし教育の実態は教
育理念や教育目標から発想した制度,内容,方
法が整備されてきているので,研究も実践も
学習を基本とする新しい概念,制度,内容,方法
を必要としている.そのために研究の背景で
述べた 4つの視点にたち、哲学からの再考と
ともに,新しい概念による ICTの活用,職能の
キャリアップを目指した生涯学習,世界的動
向としての高等教育の再編成に対応できる
研究方法をまとめて出版する. 
 
３．研究の方法 
初年度の会合では研究分担の確認と研究

の打ち合わせを実施する．平成 26	年度はと
くに「教育振興基本計画」が提起している現
在の教育課題ならびに職業能力開発と雇用
問題と地域開発の関連を検討する．初年度は
国内外の資料を収集するが，必要があれば海
外の調査を実施する．この期間中に東京，京
都において宿泊研究会を開催して，情報交換
してそれぞれの視点から問題の掘り下げと
明確化を目指す．	
２年目はこれまでに研究者らが蓄積して

きた実践研究を参照し，そこから理論的枠組
みを模索するとともに未来に向けての理論
的考察，研究テーマ，方法などを検討する．
とくにヨーロッパにおいては 1990	年代から
2010	年頃までに高等教育の普遍化について
は議論されており，OECD	と UNESCO	が重要な
役割を果たしているが，わが国の問題は国際
的にみて特有であり，諸外国の経験を参照し
ながらも国内の特殊事情を勘案して最終年
度に提案する．	
	 具体的な研究方法として，文献研究ととも
に，国外の最新動向を把握するため，関係教
育機関の視察やインタビュー，資料収集を目
的に現地調査を３カ年で実施する計画であ
ったが、最終的には 1年延長した．	
	 	
４．研究成果	
大量の情報は大都市から発信されており、

大学は大都市に集中して学生募集は農漁業
地域からの若者の移動を生じている。この現
象はわが国に特有のものではなく、多くの国
が当面している課題である。	
① 理論的研究成果を適用することの限界	

地域活性化の問題は地域特有のものであ
り、理論的モデルで問題を解決することは不
可能である。世界的規模で探索した事例研究
から学ぶ必要がある。京都北部の海浜地域の
振興策としてセーリング、海上ボーディング、
海上カヌーイングなどの可能性を検討した。
その結果、宮津湾で子供を対象に SUP(Stand	
Up	Paddling)の教室を実施し、そのときの指
導者の育成を図ったが、肝心の若者の協力を
得ることはできなかった。海浜地域に海上ス
ポーツの指導者を育成することは極めて困
難であることが判明した。	
➁海外での海洋スポーツと地域開発	
海外においてはフランスの西海岸、アメリ
カの西海岸、ハワイ島等太平洋諸島などにお
いて活動は活発であるが、わが国での指導者
育成は各ショップ独自で行われており、専門
職として資格が確立していない。結論として
地域の若者に評価の高い資格制度を確立す
る必要があるが、海上スポーツを安定して楽
しむ人が少なく、愛好者も限られており、地
域を活性化できる母体を形成していない。こ
こで「タマゴが先か、トリが先か」という状
況である。この状況を跳び越すため新しい発
想が必要である。	
➂フランスの修業学習の進展の事例研究	
このような動向は特にヨーロッパ諸国で
追求されていて、2017 年にフランスでエマニ
ュエル・マクロン大統領が誕生して議論は極
めて活発になっている。昨年から今年にかけ
てさまざまなこのような問題を解決するた
めに国家と個人の参加と責任についての議
論が活発になっており、2017年後半から2018
年になって「マクロンによる修業学習	
Apprentissage	selon	Macron」のプロジェク
トの翻訳に精力を傾注し、成果を Web 上に公
開した。	
(http://www.u-manabi.org/nc2/htdocs/Mac
ron/)	
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